
指摘事項
訪問リハビリテーション

令和５年３月

鳥取市福祉部地域福祉課指導監査室
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◎根拠条文
「条例」
鳥取市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例

（平成29年12月22日鳥取市条例第51号）

「予防条例」

鳥取市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効
果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成29年12月22日鳥取市条例第52号）

「老企第36号」
指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る
部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成12年3月1日老企第36号）

「老発第509号」

介護保険制度下での居宅サービスの対価に係る医療費控除の取扱いについて

（平成12年6月1日老発第509号）
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☆利用料等の受領
■領収書について、医療費控除の対象となる額を明示して記載すること。
(老発第509号)
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☆計画の作成
■リハビリテーション会議が開催されていないので開催すること。

(条例第８４条，予防条例６６条)
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指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議(次条第1項に規定
する訪問リハビリテーション計画又は第123条第1項に規定する通所リハビリテー
ション計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、医師、理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置
付けた指定居宅サービス等の担当者その他の関係者(以下「構成員」という。)により
構成される会議の開催により、リハビリテーションに関する専門的な見地から利用者
の状況等に関する情報を構成員と共有するよう努め、利用者に対し、適切なサービス
を提供する。


